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１．�スタートアップの政策的意義

　超高齢化社会の到来による生産年齢人口の縮

小、社会における格差と不公平感の拡大、パンデ

ミックとの共存、不安定な国際関係の継続、待っ

たなしで迫りくる地球環境問題など、様々な課題

に私たちは直面している。これらの課題を解決す

る、または、課題と対峙する手段を得ることが、

豊かな社会を実現するための必要条件である。そ

して、そのためには、これまでの既定路線を超え

る新たなる挑戦による価値創出、すなわち「イノ

ベーション」が必要である。

　イノベーションを創出し、新しい技術やサービ

スを社会に実装していくことで、社会は次のステ

ップに進んでゆく。実際、蒸気機関や機械の導入

に端を発する産業革命、コンピューターの利用拡

大によるデジタル革命は社会の仕組みを変え、

人々の暮らしを変えている。原始の狩猟社会から、

農耕社会、工業社会、情報社会へとイノベーショ

ンにより人々の暮らしは発展し、今、多くの課題

に直面する私たちは、次の社会のあり方に貢献す

るイノベーションを模索している。
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　スタートアップは、新しい事業に取り組み、成長することを目指す企業である。イノベーション創出の担い手
たるスタートアップをしっかりと支援し、スタートアップ・エコシステムを形成することで、新しい技術やサー
ビスが社会実装され、人々の暮らしが豊かになる好循環を作り出すことが「新しい資本主義」の実現につながる。
官民一体でスタートアップ支援を強化したい。
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